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1．はじめに
本稿は，長期雇用を維持して成果主義を導入
する日本企業の新たな方向を，従業員の仕事意
欲に焦点を合わせて検討する。１９９０年代終盤か
ら日本の企業統治は株主重視の姿勢を強め，そ
れと歩調を合わせて成果主義の導入が進んだ。
２つをアメリカ企業と重ねる観点からは，これ
までの長期雇用も否定されるといった予想も生
まれた。しかし，少なくとも現在のところ，株
主重視の企業統治は長期雇用の否定につながる
わけではなく，長期雇用を維持したうえで成果
主義を導入するというのが，日本企業の新たな
方向となっている。たとえば Jackson＝Miya-
jima（２００７）は，市場型（株主重視型）の企業
統治と長期雇用と成果主義によって構成された
日本企業をハイブリッド型として捉え，２００２年
の東京証券取引所上場企業７２３社のうち２２．４％
がハイブリッド型であることを発見した１）。同
じく宮本（２００７，２０１１）は，２００４年の JILJP（日
本労働研究・研修機構）の調査を基に，対象企
業１２８０社のうち３９．７％がハイブリッド型である
ことを発見した。
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もちろん日本企業のすべてがこのような方向
に変化するわけではない。先の Jackson＝Miya-
jima（２００７）の類型では，企業統治と長期雇用
と成果主義の３つの要因から６つのタイプが類
型化され，同じく宮本（２０１１）では，調査対象
企業のうち，長期雇用を維持して成果主義を導
入するハイブリッド型（新日本型）が約４０％で
あるのに対して，長期雇用を維持して成果主義
は未導入のタイプ（既存日本型）が約３０％，こ
れとは対照的に長期雇用を否定し成果主義を導
入するタイプ（アメリカ型）が約２０％，長期雇
用も成果主義も否定するタイプ（衰退型）が約
１０％を占めることが示された２）。
このように日本企業の変化は同時に多様な分
化となるのであるが，このうちハイブリッド型
を構成するのは日本を代表する企業群であると
いう意味で，現在の日本企業にとって最も有望
な方向とみなすことができる。しかし，ハイブ
リッド組織が実際に安定的に維持され，有効に
機能するのかは必ずしも明らかではない。この
点に関して，Aoki（２０１０）はゲーム理論を駆使
して，ハイブリッド組織を進化多様性の１つの
均衡解として示すのであるが，それが現実の組
織構造としてどのように維持され，機能するの
かは別途考察する必要がある。なぜならハイブ
リッド組織の意図は，長期雇用による雇用の安
定と成果主義による業績連動賃金の両面から従
業員の仕事の意欲を高めることにあるとしても，
長期雇用と成果主義が両立するのかは必ずしも
自明ではないからであり，むしろ対立すること
が考えられる３）。とりわけ既存の日本企業は長
期雇用の制度と一体化させて企業内訓練を制度
化し，技能等級や能力等級に基づく昇給と昇進
を制度化した。この意味で長期雇用の制度は，
雇用の継続だけではなく，継続的な能力形成と
継続的な昇給の制度でもあった。もちろん能力
評価の結果，昇給と昇進の格差は拡がり，賃金
格差も拡がるとしても，それは段階的に時間を
かけてのものであり，短期的には格差を抑制す
るものであった。
これに対して成果主義は，能力評価ではなく
毎期の業績評価によって賃金の格差と変動を大
きくして，個々の従業員の業績達成のインセン
ティブを高めることを目的とする。この背後に
は，既存の能力評価に基づく昇給と昇進の制度
では，個々人の明示的な業績達成の意欲が弱ま
るという事情があった。そしてより根本的には，
能力等級の制度では賃金の継続的な上昇が不可
避となるという事情もあった。これらの問題を
克服する手段として成果主義が導入された。そ
れは業績評価を前面に押し出す結果４）。短期的
な格差の拡大だけでなく，能力形成のための訓
練も業績達成に応じて選抜的とする傾向を強め
ることになる。さらに個人業績に応じた賃金だ
けでなく，個人業績に応じた雇用の方針が強ま
ると，低業績者に対する賃金の切り下げ圧力だ
けでなく，個別の退職勧奨の圧力もまた強まる
ことが予想される。それは明白に雇用の安定の
期待を奪うことになる。
もしこのような形で成果主義が導入されると，
既存の雇用関係における従業員の暗黙の期待を
裏切るという意味で，「心理的契約の破壊」
（Rousseau，１９９５，服部２０１１）となることが考
えられる。この結果，従業員の仕事意欲は低下
することが予想される。するとこのような状況
に対して，成果主義を修正し，業績評価を緩め，
賃金の変動と格差を抑制する方針が選択される
ことが考えられる。しかし他方では，成果主義
の導入に伴い，業績評価に基づく賃金の変動と
格差の拡大を前提とし，自らの業績達成に応じ
てより高額の賃金の獲得を期待する，新たな心
理的契約の形成もまた考えられる。するとこの
ような観点からは，成果主義の修正は，それ自
体がまた心理的契約の破壊となって，従業員の
仕事意欲の低下となるかもしれない。すると，
このような隘路に直面して，より明確に長期雇
用を否定して，成果主義を強化する方向が意図
的に選択されることも考えられる。つまりハイ
96
ブリッド組織は，長期雇用の否定と成果主義の
導入からなるアメリカ型の方向に転換すること
になる。あるいは成果主義の作用に対する失望
から，成果主義の否定という方向が選択される
ことも考えられる。それは既存日本型への変化
あるいは回帰を意味している。そうではなく，
成果主義の定着のためには変動と格差を抑制す
る必要があると考えることもできる。それは長
期雇用と両立するための意図的選択であると言
える。
このように成果主義と長期雇用をめぐって日
本企業は試行錯誤の状況にある。いずれの方向
が支配的となるにかはいまだ不明であるとして
も，それは長期雇用を維持したうえで成果主義
を導入する日本企業の新たな方向が，実際に従
業員の仕事意欲を高めることができるのかどう
かにかかっている。このような観点から，成果
主義と長期雇用のハイブリッド型企業において
成果主義がどのように作用するのかを，JILPT
が２００５年と２００９年に行った従業員アンケート調
査を基に検討したい。とりわけこの調査では，
従業員の仕事意欲を，個人業績に向けての達成
意欲，会社業績に向けての貢献意欲，そして新
しい課題に向けての挑戦意欲に区別できる回答
を含んでいる。周知のように成果主義に関して
は，従業員のインセンティブが個人業績の達成
に偏重する結果，会社全体の業績に対する関心
が低下することや，目標の未達を恐れて困難な
課題への挑戦意欲が低下することが指摘されて
きた。このいわゆるマルチタスク問題（Holm-
strom and Milgrom，１９９１）に対して，本稿で
は従業員の動機を上記のように特定化すること
によって，成果主義の作用をより詳しく分析す
ることが可能となる。そしてこのような観点か
ら日本企業のさらなる分化の可能性を検討する。
以下での展開は，まず第２節では，成果主義
の作用にかかわる先行研究を検討し，第３節で
は，本稿で利用する JILPTの２回の従業員ア
ンケート調査の結果を示す。そして第４節では，
アンケート調査のデータから，従業員の仕事意
欲に対して賃金の変動と格差がどのように作用
するのかを検証し，最後の５節を結論と展望す
る。
2．成果主義の現実
では成果主義の導入によって従業員の仕事意
欲はどのように変化するのか。ただし，成果主
義の導入前と導入後の仕事意欲の状態を直接比
較することは困難であり，ゆえに分析の中心は，
成果主義の導入や賃金の変動や格差を従業員が
意識することによって仕事意欲にどのような変
化が生まれるのかを見ることになる。
ただしこれまでの分析では，必ずしも明確な
結論が得られているわけではない。たとえば阿
部（２０００）の実証では，成果主義の導入によっ
て賃金格差を従業員が認識することが仕事意欲
を高めるとともに，格差を認識しないことが仕
事意欲を高めることが観察された。格差を認識
することは仕事意欲を削ぐ可能性があるという
興味深い発見がなされたのであるが，都留
（２００１）の実証ではそのような格差の効果が観
察されることはなく，太田・大竹（２００３）では
ホワイトカラーに関して，自分の賃金が組織内
で中の上レベルであると認識する従業員におい
て仕事意欲が高まることが観察された。つまり
相対的に高い賃金を得ている従業員において仕
事意欲が高まるのであるが，しかしこのような
効果は成果主義賃金に限定されるわけではない。
さらにこれらの研究では，仕事意欲は「転職
希望」や「時間外労働はしない」や「仕事を持
ち帰らない」といった質問で代理されるか，あ
るいは「働く意欲」という一般的な表現で質問
されている。しかしマルチタスク問題として指
摘されるように（Holmstrom and Milgrom，
１９９１），成果主義の問題点として，業績評価が
困難な仕事や成果の達成の困難な仕事に対して
意欲は減退するということがある。あるいは目
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標の未達を恐れて目標自体を引き下げるという
こともある。これらの点を捉えるためには，「働
く意欲」という一般的な表現ではなく，従業員
の意欲をより具体的に明示する必要がある。こ
の点において，以下で利用する JILJPの従業員
調査では，従業員の仕事意欲を，個人業績に対
する達成意欲，会社全体の業績に対する貢献意
欲，そして新しい課題に対する挑戦意欲に区別
することを可能とする。このように従業員の仕
事の意欲や動機を特定化することによって，成
果主義の作用がそれぞれに異なることを明らか
にし，そのうえで成果主義の作用をめぐって日
本企業のさらなる分化の可能性を考察すること
が，以下での分析の中心となる。
このように，成果主義の導入が実際に仕事意
欲を高めるのかに関しては必ずしも明確な結論
があるわけではないとしても，成果主義が機能
するための条件に関しては多くの研究成果があ
る。つまり成果主義が機能するプロセスを，高
い成果が高い賃金を与え，高い賃金が高い意欲
を生み，高い意欲が高い成果を実現するプロセ
スとして捉えると，成果→賃金→意欲→成果の
連鎖がどこかで切断されると成果主義は有効で
なくなる。実は成果主義に対する批判は，この
プロセスがうまく作用しないことの指摘にあっ
た。つまり，成果の達成が困難な仕事に対して
成果主義が導入されても，その結果は不満を生
むだけであり，意欲につながることはない。あ
るいは目立った成果につながることのない仕事
に対して成果主義が導入されても，同じくその
結果は不満を生むだけとなる。それが日常の業
務やいわゆる裏方の仕事であるなら，その仕事
意欲の低下は職場や組織の全体に結果として重
大な影響を及ぼすことになる。あるいは意欲が
あったとしても目標が明確でなければ，あるい
はそれを遂行する能力形成の機会がなければ，
成果につながることはない。そして業績達成の
競争意識が職場の協力関係を損なうならば，組
織や部門全体の成果が高まることはない。
反対に言えば，成果主義が有効に機能するた
めには上記の連鎖を補完する条件が必要となる。
このような観点から，成果→賃金の連鎖に関し
ては，成果に対する評価の納得性が重要である
こと，そのためには仕事のプロセスの評価や長
期の視点での評価が重要であること，そして何
よりも評価の公平性が必要であることが指摘さ
れた（守島２００４，２００７）。同じく，意欲→成果
の連鎖に関しては，意欲が発揮される仕事の遂
行のプロセスが重要であること，そのためには
目標設定の納得性や仕事の進め方の裁量，そし
て何よりも能力形成の機会が重要であることが
指摘された（玄田・神林・篠崎２００１；大竹・唐
渡２００３）。
これらの点が重要であることは間違いない。
ただし，それらは成果主義に固有の問題という
よりも，一般に従業員の仕事意欲を高めるため
の重要な要因であり，このことを改めて認識さ
せた点に，成果主義の導入の意義があると言え
る（Marsden２００９）。それはまた成果主義の導
入がもたらす副次的効果ということもできる。
つまり，成果主義の導入によって目標管理が強
められ，この結果，目標が明確となることによ
って達成の意欲が高まることの効果と同時に，
目標設定の納得性や評価の納得性を高めること
の必要性からラインの管理者と従業員の間の意
思疎通が図られることの効果が指摘できる。と
りわけ欧米の生産組織では，一般にラインの管
理者と従業員の間が疎遠であるのに対して，成
果主義の導入によって職場の従業員に発言の機
会が生まれることの効果が強調される（Marsden，
２００９）。
そのうえで，上記の連鎖において残っている
項目がある。賃金→意欲の連鎖であり，実はこ
の点において，成果主義に対する最も強い反論
を見ることができる。１つは「虚妄の成果主義」
（高橋２００２）の観点であり，仕事の意欲を高め
るためには，金銭という外発的動機ではなく，
仕事の目的や意義や満足など，内発的動機こそ
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が重要であることが雄弁に語られた。もう１つ
は，「虚妄」論とは正反対の立場からの，成果
主義の「内側からの崩壊」論がある（城２００４）。
つまり，成果主義の核となる考えが，成果に連
動して賃金の変動と格差を大きくして仕事のイ
ンセンティブを高めることだとすると（高橋
１９９９），ここから翻って，実際の賃金の変動と
格差が抑制されるために成果主義が有効に機能
しないといった論点もまた生まれてくる。事実，
中島・松繁・梅崎（２００４）では，成果主義の導
入によって賃金格差がむしろ縮小する事例が報
告されている。その理由として，評価者にとっ
ての業績評価のストレスから，実際には評価が
中央部分に偏ることが指摘される。この結果，
成果主義は形骸化し，「内側から崩壊」すると
いうことになる。
果たして賃金の変動と格差を大きくすれば賃
金→意欲の連鎖が有効に作用するのか。反対に
言えば，変動と格差が抑えられているために賃
金→意欲の連鎖が有効に作用しないのか。いや
それ以前に，賃金→意欲の連鎖そのものが「虚
妄」であるのか。
では実際の格差はどのようなものであるのか，
この点に関して，課長レベルの賃金格差を調べ
た労働政策研究・研修機構（２００７）５）から，図１
のような結果を示すことができる。そこでは課
長レベルの年収格差として，事前に設計された
格差と事後の実際の格差が区別され，さらに成
果主義の導入企業と未導入企業に区別して示さ
れている。数値は平均を１００としたうえで最高
と最低の間の幅の平均であり，これを見ると，
成果主義導入企業では事前の格差として上下に
約４０の幅（最低と最高の間は１．５倍）の格差を
設計するとしても，事後の実際の格差は約２７
（１．３倍）と，４分の３のレベルに減少する。さ
らに顕著な特徴として，成果主義導入企業と未
導入企業を対比させると，導入企業の事後の実
際の格差が未導入企業の事前の格差に対応して
いることがわかる。つまり成果主義が未導入の
企業でも制度上は上下に約２８幅の格差が設計さ
れているのであるが，それが実現されることは
なく（実際には上下に２１の幅），成果主義の導
入によって，かつ抑制された形態で実現すると
いうのが成果主義の実態のようである。
このように成果主義の実際の作用は抑制され
るとすると，上記の「内側からの崩壊」論が妥
当するようにも思われる。つまり，成果主義の
機能の低下は，従業員のインセンティブを高め
図１ 事前と事後の格差：成果主義導入企業と未導入企業の比較
（課長レベルの年収格差：平均を１００とした上下の幅の平均）
事前（制度上）の格差 事後（実際）の格差
39.5
27.727.1
20.6
成果主義導入 成果主義未導入
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るはずの賃金の変動と格差が抑制されているか
らだということになる。そして格差の抑制の理
由を，低い評価をつけることの評価者の心理的
負担にあるとすると，それは職場での長期の関
係を背景にしてのことであり，すると長期雇用
の下でこのような傾向はより強まると想定でき
る。あるいはプロセスの評価や長期の視点での
評価の結果，短期的には格差の抑制となるので
あれば，それは同じく長期雇用の方針と結びつ
いてのことだと思われる。
このような観点から，同じく労働政策研究・
研修機構（２００７）のデータから，長期雇用と成
果主義の新日本型と非長期雇用と成果主義のア
メリカ型に区別して，制度上の格差と実際の格
差を示すと図２のようになる。２００４年調査では
新日本型もアメリカ型も制度上の格差は上下に
約４０の幅であるのに対して，実際の格差は新日
本型で２５，アメリカ型で３２の幅となる。つまり，
新日本型は制度上の格差から３６％の抑制，アメ
リカ型は２２％の抑制となる。新日本型とアメリ
カ型の差は１％のレベルで統計的に有意であり，
長期雇用の下での成果主義はより強く格差が抑
制されることが観察される。
以上のことからすると，長期雇用を維持して
成果主義を導入するハイブリッド型や新日本型
の企業は，長期雇用を否定するアメリカ型と比
べて実際の格差をより大きく抑制するために，
成果主義の機能は抑制されるといった予想が立
てられる。ゆえに成果主義の機能を高めるため
に，長期雇用を否定してアメリカ型の方向が選
択されるといった予想も立てられる。これに対
して，先に見た成果主義が機能するプロセスの
観点からは，成果主義の抑制は，賃金→意欲の
連鎖が作用するための補完的条件とみなすこと
もできる。それは成果主義が従業員によって受
け入れられ，制度として定着するための条件で
あると言うこともできる。いずれの見解が妥当
するかは，現実の成果主義の実際の作用を検証
する必要がある。
最後に，成果主義に関しては，２０００年前後か
らの導入とともに，賛否の激しい議論がなされ
てきた。しかし，１０年後の現在，成果主義をめ
ぐる議論自体を見ることが稀となっている。ち
なみに日経新聞朝刊・夕刊の記事検索で，成果
主義あるいは成果給のタイトルで検索する
と，２０００年には１３６件，ピークの２００４年には２５６
件の記事があるのに対して，２０１０年ではわずか
に５９件を見るだけである。その中には成果主義
図２ 事前と事後の格差：新日本型とアメリカ型の比較
（課長レベルの年収格差：平均を１００とした上下の幅の平均）
事前（制度上）の格差 事後（実際）の格差
40.5
39.0
31.6
25.0
新日本型 アメリカ型
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の廃止を伝える記事も含まれる。要するに成果
主義に対する関心自体が低下しているように思
われる。
もちろんこのことは，成果主義が定着したか
ら，と解釈することは可能である。当初の成果
主義の衝撃に対しては，結果主義や短期主義や
個人主義の弊害が指摘され，上記のように，こ
れらの弊害を克服して成果主義が機能するため
の条件が提示された。しかし，成果主義に対す
る関心の低下は，成果主義が当初の想定通りに
は有効に機能しないからかもしれない。つまり
成果主義に対する失望が成果主義に対する関心
を奪っているのかもしれない。もしそうだとす
ると，この意味でもまた新日本型あるいはハイ
ブリッド型企業の行方が問われることになる。
以上のような観点から，日本企業において成
果主義が現実にどのように作用しているのかを
検討したい。成果主義の目的が年功賃金や職能
賃金に代わって従業員の仕事意欲を高めること
だとすると，個人業績の達成意欲だけではなく，
企業全体の業績に対する貢献意欲や，新たな課
題に対する挑戦意欲に対して成果主義がどのよ
うに作用するのかを検証する必要がある。そし
てこのことが長期雇用と両立し，新日本型の企
業システムとして定着するのかどうかを，
JILPTの従業員アンケート調査を通じて検討し
たい。
3．データ
まず，以下で使用するデータを説明しよう。
データは JILPTが２００５年と２００９年に行った従
業員調査に基づき，それを加工した。２００５年の
従業員調査は，労働政策研究・研修機構（２００７）
にまとめられている２００４年の企業調査の回答企
業１２８０社を対象とし，うち２３９社から２８２３人の
回答があり，１社当たり平均１１．８人であった。
２００４年の企業調査は，２０００年前後の日本企業の
急激な業績悪化から人事制度がどのように変化
しているのかを調べることを目的とし，２００５年
の従業員調査はそのように企業側が進める人事
制度の変化を従業員がどのように捉えているの
かを調べることを目的とした。さらに，２００３年
以降の日本企業の業績回復を反映した人事制度
の変化を捉えるために２００８年に企業調査を行い，
同じくそれらの変化を従業員がどのように捉え
ているのかを調べることを目的にして，２００９年
に従業員調査を行った。ただし２００９年の従業員
調査はウェブ調査として行われ，２００８年の企業
調査との直接の対応関係はない。２００９年調査の
回答数は１２０００人であるが，うち１４５７人は非営
利団体の所属であるためこれを除外した。また
２００５年調査の回答者は従業員規模１００人以上の
企業からであるのに対して，２００９年調査では
３０８９人が従業員規模１００人未満の企業からの回
答であり，そこで２００９年のサンプルから１００人
未満企業の従業員を除外した。また２００５年調査
では少数であるが役員も含まれるためこれも除
外し，さらに２００５年２００９年ともに６０歳未満の回
答者に限定した。以上の結果，サンプル数は２００５
年調査が２８０２人，２００９年調査が８３５３人となった。
表１に回答従業員の基本的な属性が示されて
いる。２００９年のウェブ調査では，職位の数を均
等にするように設計されたため，２００５年調査と
比べて部・課長職の比率が相対的に高くなり，
年齢も相対的に高くなった。また企業規模も
１０００人以上が約半数を占めている。ウェブ調査
に関してはその信頼性が疑問視されることがあ
り，また２００５年の調査は２３９社から１社当たり
平均１１人の回答であるため，特定の企業で回答
が類似したものになるというバイアスがあるか
もしれない。そこで以下では２００５年と２００９年の
調査結果を並べて結果の妥当性をチェックする
ことに留意した。
では従業員調査の結果を示そう。まず本稿の
主題である従業員の仕事意欲に関して，２００５年
と２００９年の結果が表２に示されている。質問は
「自分の業績達成を強く意識するようになった」
成果主義と長期雇用のハイブリッドは有効か
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「会社全体の業績に対する意識が高まった」「新
たな課題に取り組む意欲が高まった」であり，
それぞれを「個人業績に対する達成意欲」「会
社業績に対する貢献意欲」そして「新しい課題
に対する挑戦意欲」とした。いずれも３年前と
比べた状態を質問し，回答は５段階の形式であ
るが，「そう思う」と「どちらかと言えばそう
思う」をまとめて意欲が「高まった」とし，「ど
ちらかと言えばそう思わない」と「思わない」
をまとめて意欲が「低下した」とし，「どちら
でもない」を「変わらない」とした。表２には
成果主義の導入を回答する従業員と未導入を回
答する従業員に区別して，それぞれの比率が示
されている。
表２を見ると，２００５年調査では成果主義の導
入を回答する従業員のうち，個人業績の達成意
欲と会社業績への貢献意欲に関しては，高まっ
たとする回答が約半数に達するのに対して，新
しい課題の挑戦意欲に関しては高まったとする
回答は３５％，低下したとする回答も約２５％を占
めている。また成果主義の導入を意識する従業
員と未導入を意識する従業員を比較すると，個
人業績の達成意欲に関しては前者で高まったと
する回答の比率が大きくなるのに対して，会社
業績への貢献意欲と新しい課題の挑戦意欲に関
してはこのような違いは観察されない。さらに
このようなパターンは２００９年調査でも同様であ
り，かつ２００９年調査ではすべてにおいて高まっ
表１ 回答者の属性（構成比％）
性別 ２００５ ２００９ 従業員規模 ２００５ ２００９
男性 ７９．７ ９０．９ １００～３００人 １２．４ ２３．０
女性 ２０．３ ９．１ ３００～１０００人 ６２．０ ２２．１
１０００人以上 ２５．６ ５４．９
年齢階層 ２００５ ２００９
－２９ １８．４ ４．３ 職位 ２００５ ２００９
３０－３９ ３３．１ ２９．５ 部長 ９．４ ２２．５
４０－４９ ２７．９ ４５．１ 課長 ２５．０ ２９．１
５０－５９ ２０．６ ２１．２ 係長 １８．１ ２９．４
役職なし ４７．５ １９．０
学歴 ２００５ ２００９
高卒 ２２．９ １３．３ 勤続年数（年数） ２００５ ２００９
専門・短大卒 １３．６ １１．７ 平均 １４．６ １６．５
大卒・院卒 ６３．５ ７５．０ 中位値 １３ １７
表２ 仕事意欲の状態
成果主義導入 成果主義未導入
高まった 変わらない 低下した 高まった 変わらない 低下した
個人業績の
達成意欲
２００５ ５４．６ ２９．８ １５．７ ３８．１ ３７．３ ２４．６
２００９ ３５．７ ４７．３ １７．０ ２３．６ ５１．６ ２４．７
会社業績への
貢献意欲
２００５ ５８．１ ２５．８ １６．２ ５６．４ ２３．０ ２０．６
２００９ ３９．７ ４３．７ １６．６ ３５．７ ４８．２ １６．１
新しい課題の
挑戦意欲
２００５ ３４．９ ４０．８ ２４．３ ３２．２ ３８．８ ２９．０
２００９ ２２．６ ４９．８ ２７．７ １７．９ ５４．０ ２８．１
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たとする回答が大幅に減少する。
以上の結果をより明確にするために，仕事意
欲を低下した＝１，どちらでもない＝２，高ま
った＝３とスコア化し，それぞれの平均スコア
を示すと，図３のようになる。すると成果主義
の導入にかかわらず，会社全体の業績に対する
貢献意欲が高いことがわかる。それを組織に対
するコミットメントのことであるとすると，こ
の点において日本の従業員は依然として高い意
欲を示していることが確認できる。そのうえで，
それぞれの仕事意欲は，２００５年と比べて２００９年
では低下する。とりわけ個人業績の達成意欲の
低下が大きい。２００５年と２００９年のサンプルは全
く異なる以上，ここから単純に仕事意欲の低下
を導くことには注意を要するとしても，成果主
義の導入によって従業員の仕事意欲を高めると
いう意図とは反対の結果を見ることができる。
いや，成果主義が未導入と回答する従業員にお
いても同様の結果を見るのであり，成果主義と
はかかわりなく仕事意欲の低下が日本企業の近
年の状況のようである。この理由を問うことは
ここでの範囲を大きく超えてしまうのであるが，
しばしば指摘されるように，仕事のストレスの
増大や，職場での協力の低下や，能力形成のた
めの時間的余裕の不足など，職場の状態の悪化
が仕事の意欲にマイナスに作用していることが
考えられる。
以下での分析は，仕事意欲に作用する要因を
推定することであるが，そのために利用可能な
データが表３にまとめられている。まず，長期
雇用の方針に関して，２００４年の企業調査では，
「できるだけ多くの従業員に対して維持する」
「対象者を限定して維持する」「経営の優先的課
題ではない」という設問と，成果主義が導入さ
れているという設問に対して企業側の回答を求
め，２００５年と２００９年の従業員調査では，同じ設
問に対する従業員側の回答を求めた。つまり企
業側の方針を従業員がどのように考えているの
かを問うものであるが，ただし長期雇用に関し
ては「わからない」という設問を加えた。長期
雇用に関して「対象者を限定する」の内容は必
ずしも明確ではないのであるが，「正社員に限
定する」は自明であるため，「中核的業務に限
定する」と解釈し，既存の長期雇用の観点から
は否定を意味する回答とした。そして「経営の
課題でない」を「放棄」とした。
表に示されるように，成果主義の導入を回答
する従業員は２００５年で６３％，２００９年で７１％であ
るのに対して，長期雇用の維持を回答する従業
員は２００５年で４１％，２００９年で４４％にとどまる。
図３ 仕事意欲のスコア
導入 未導入
2.422.39 2.36
2.23 2.202.19
2.13 2.11
2.03
1.99
1.95
1.90
2005 2009 2005 2009 2005 2009
個人業績の達成意欲 会社業績への貢献意欲 新しい課題の挑戦意欲
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成果主義の導入に関して２００９年の高い回答は，
大規模企業の従業員が相対的に多いことを反映
しているからだと思われる。これに対して長期
雇用の維持に関しては，企業側と従業員側の回
答は大きく異なる。企業側の方針として長期雇
用を維持する企業は７０％に達するのに対して，
維持されると回答する従業員は４０％に留まり，
明確に放棄されると考える従業員は２５％，４人
に１人に達している。要するに企業と従業員の
間の大きな認識ギャップであるが，その原因を
考察することは本稿の範囲を超えるため，ここ
では指摘するだけに留めざるを得ない。雇用の
安定と業績連動賃金の２つによって従業員の仕
事意欲を高めることがハイブリッド組織の意図
表３ 独立変数のデータ
賃金の構成（％）
２００５年 ２００９年
導入 未導入 導入
年齢・勤続部分 ４１．０ ５０．８ ３９．５
能力部分 ２８．５ ２５．５ ２８．２
業績・成果部分 ３０．６ ２３．８ ３２．３
長期雇用と成果主義の回答の比率（％）
従業員調査 企業調査
２００５年 ２００９年 ２００４（２３９社）
長期雇用が維持される ４０．７ ４４．４ ７１．３
限定して維持される ２０．３ ２０．２ １９．８
放棄される ２４．１ １８．６ ８．９
わからない １４．９ １６．９ ―
成果主義の導入 ６２．５ ７０．９ ５３．６
賃金の変動：平均を１００として業績が良い時と悪い時の幅
平均 標準偏差 中位値 最大 最少
２００５年
成果主義導入 １８．７ ２０．８ １５ ２８０ ０
未導入 １７．７ ２０．３ １２ ２２０ ０
２００９年 成果主義導入 ２０．８ ２０．１ ２０ ２７５ ０
水平的格差：勤続年数が近い者の間の年収格差
２００５年 ２００９年
拡大 変化なし 縮小 拡大 変化なし 縮小
成果主義導入 ４３．２ ５１．１ ５．７ ３０．７ ６３．１ ６．２
未導入 １５．９ ７７．２ ６．９ １３．６ ８０．５ ５．９
垂直的格差：勤続年数が離れた者の間の年収格差
２００５年 ２００９年
拡大 変化なし 縮小 拡大 変化なし 縮小
成果主義導入 ２３．８ ５２．２ ２４．１ ２５．２ ６４．０ １０．８
未導入 １１．５ ７３．３ １５．２ １３．８ ７８．３ ８．０
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であるとしても，長期雇用の維持を期待する従
業員が４割程度であることは，ハイブリッド組
織の意図自体が無効になるということもできる。
またそれゆえに，長期雇用の維持を期待するこ
とが従業員の仕事意欲にどのような影響を及ぼ
すのかが重要な検討課題となる。
次に賃金の変数として，ボーナスを含めた賃
金の総額に占める年齢連動部分，能力連動部分，
成果連動部分の比率を質問した。ただし２００９年
調査では成果主義の導入を回答する従業員に対
してだけ質問された。ここではあくまでも従業
員の認識であるが，成果主義が導入されている
と回答する従業員においても，業績連動部分の
比率は約３割にとどまる。もちろんこれは平均
であり，当然１０割の回答も存在する。そこでこ
の業績連動部分の認識の違いが従業員の仕事意
欲にどのように影響を及ぼすのかが検証課題と
した。
賃金の変動に関しては，最近５年間の平均を
１００としたうえで，個人の業績が良かった年と
悪かった年でどれほど年収が変わったかを質問
した。ただし２００９年調査では成果主義の導入を
回答する従業員に対してだけ質問された。表の
数値は上下の幅の平均値であるが，２００５年と
２００９年で変動幅にそれほどの違いはない。もち
ろん分散は大きいとしても，平均として，良い
年には１割増大，悪い年には１割減少のようで
ある。２００５年と２００９年のサンプルは全く異なる
としても，そして２００９年はウェブ調査でその回
答の信頼性に疑問が向けられるとしても，これ
までの数値を含めて，２００５年と２００９年の調査の
回答に特段疑問とする点はない。
最後に賃金構造として，３年前と比べて勤続
年数が近い従業員の間で賃金格差が拡大したか
縮小したか，また勤続年数が異なる従業員の間
で賃金格差が拡大したか縮小したかを質問した。
前者を水平的格差，後者を垂直的格差とすると，
水平的格差に関しては，成果主義の導入を回答
する従業員のうち，２００５年では４３％，２００９年で
は３１％の従業員は拡大したと意識している。ま
た拡大の回答は，成果主義の導入を回答する従
業員で大きく増大する。これに対して垂直的格
差に関しては，同じく成果主義の導入を回答す
る従業員のうち，２００５年では２４％の従業員が拡
大したと回答するのに対して，縮小したとする
回答も２４％を占める。２００９年においても，拡大
したとする回答が２５％であるのに対して，縮小
したとする回答も１１％を占める。
水平的格差と垂直的格差に関しては，都留・
阿部・久保（２００５）によって示されるように，
成果主義の導入によって業績査定が強化される
結果，昇進・昇給格差は拡がるのに対して，定
期昇給や年齢給の廃止や縮小によって賃金カー
ブはフラット化することが想定できる。そこで
従業員の意識として，水平的格差の拡大を意識
することは昇給や昇進における業績査定がより
強化されることを意識し，縮小を意識すること
はその反対と考えることができる。同じく垂直
的格差に関しては，その縮小を意識することは
成果主義によって賃金カーブのフラット化が進
むことを意識し，拡大を意識することはその反
対に年功カーブの存続を意識すると考えること
ができる。事実，水平的格差に関して，それを
昇進格差や昇給格差とすると，成果主義導入を
回答する従業員において，拡大を意識する従業
員は２００５年調査で約４０％，２００９年調査で約３０％
であり，縮小を意識する従業員をはるかに上回
る。また成果主義の未導入を回答する従業員と
比較しても大きく上回る。これに対して，垂直
的格差に関しては，それを賃金カーブの形状と
すると，成果主義導入を回答する従業員におい
ても，縮小つまりはフラット化の回答は２００５年
調査で２４．１％，２００９年調査では１０．８％に留まり，
反対に賃金カーブの傾きの拡大を意識する従業
員は２００５年調査で２３．８％，２００９年調査で２５．２％
を占めている。この点からすると，垂直的格差
の拡大は年功カーブの存続や強化というよりも，
業績査定に基づく長期の昇進格差や昇給格差の
成果主義と長期雇用のハイブリッドは有効か
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拡大と解釈する方が妥当と思われる。つまり，
水平的格差は短期の業績評価に基づく昇進格差，
垂直的格差は長期の業績評価に基づく昇進格差
と理解することができる。このような観点から
水平的格差と垂直的格差の認識がどのように従
業員の仕事意欲に影響を及ぼすのかが検証課題
となる。
最後に，仕事意欲を高めるのは金銭ではなく
仕事そのものだという論点を検証するために，
「仕事内容の満足度」の質問からの回答（「満足
していない」＝１から「満足している」＝５ま
での５段階の回答）を以下での分析の変数とし
た。仕事の満足度の平均スコアは，成果主義に
導入を意識する従業員で２００５年が３．５，２００９年
が３．４，成果主義に導入を意識することのない
従業員で２００５年が３．３，２００９年が３．３であった。
つまり仕事の満足度は成果主義とは無関係であ
り，そこでこのことが成果主義の下での仕事意
欲にどのような影響を及ぼすのかを検証課題と
した。
4．推定
以上のデータから，従業員の仕事意欲に作用
する要因を推定しよう。被説明変数としての仕
事意欲を，個人業績の達成意欲，会社業績への
貢献意欲，そして新しい課題への挑戦意欲に区
別し，それぞれに順位ロジット分析を適用した
（高まった＝３，どちらでもない＝２，低下し
た＝１）。説明変数は，（１）成果主義の導入を１
とするダミー変数，（２）賃金に占める業績連動
比率，（３）業績が良かった年と悪かった年の間
の賃金の変動幅，（４）変動幅の２乗項，（５）水平
的格差に関して，「変化なし」をベースとして，
拡大を１とするダミー変数，縮小を１とするダ
ミー変数，（６）垂直的格差に関して，「変化なし」
をベースとして，拡大を１とするダミー変数，
縮小を１とするダミー変数，（７）長期雇用の維
持を１とするダミー変数，（８）成果主義の導入
と長期雇用の維持の交差を１とするダミー変数，
そして（９）仕事内容の満足度の変数とした。そ
れぞれは従業員の回答として与えられたもので
あり，従業員の意識を表す変数となる。賃金の
変動幅は分散が大きいため，平均値プラス標準
偏差の３倍を基準として異常値の処理を行った
うえで対数変換した。さらにコントロール変数
として，部課長職を１とする管理職ダミー，勤
続年数（対数変換），従業員１０００人以上を１と
する規模ダミー，製造業を１とする業種ダミー
を取った。コントロール変数の分布は２００５年と
２００９年で大きく異なるため，ここでは大括の変
数とした。
推定の目的は，賃金の変動と格差をより大き
く意識することが従業員の仕事意欲を高めるの
か，あるいは反対に言えば，変動と格差が抑制
されていると意識するために従業員の仕事意欲
が低下するのかを検証することにある。また，
成果主義が導入されていると意識することの効
果と合わせて，長期雇用が維持されていると意
識することの効果を検証の課題とした。そのた
めに長期雇用ダミーだけでなく，成果主義ダミ
ーと長期雇用ダミーを交差させたハイブリッド
ダミーを追加した。さらに，仕事意欲を高める
のは金銭ではなく仕事そのものだという論点を
検証するために，仕事内容の満足度を仕事効果
として説明変数に追加した。ただし，業績連動
比率と賃金の変動幅の質問は，２００９年の調査で
は成果主義の導入を回答する従業員に対してだ
け行われた。そこですべての従業員を含む推定
と成果主義の導入を回答する従業員に限定した
推定を区別して行った。前者は成果主義ダミー
とハイブリッドダミーの効果を検証することを
目的とし，後者は成果主義の導入の下での賃金
の変動と格差の効果を検証することを目的とし
た。そして以上の推定を，２００５年と２００９年に区
別して行った。
推定の予想は，成果主義の導入，業績連動比
率の上昇，業績に応じた賃金の変動幅の拡大を
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意識する従業員おいて仕事意欲が高まることで
あるが，この成果主義の想定が果たして妥当す
るのかを，個人業績の達成意欲，会社業績への
貢献意欲，そして新しい課題の挑戦意欲に即し
て検証することを課題とした。また賃金の変動
幅の２乗項の係数がマイナスで有意であれば，
ある水準を超えると変動幅の効果は低下するこ
とが予想される。さらに水平的格差を短期の業
績評価に基づく昇進格差，垂直的格差を長期の
業績評価に基づく昇進格差とすると，水平的格
差の拡大を意識することは短期の業績達成を目
指して仕事意欲を高めるように作用し，縮小を
意識することは反対の結果となることが予想さ
れる。これに対して垂直的格差に関しては，少
なくとも成果主義の観点からは，その拡大を意
識することは長期の業績評価をより強く意識す
ることになり，短期の業績達成の意欲を弱める
ように作用し，縮小を意識することは反対の結
果となることが予想される。あるいは賃金カー
ブの傾きとして捉えると，その拡大を意識する
ことは年功カーブが支配的であることを意識し，
成果主義の意味での仕事意欲を弱めるように作
用し，縮小を意識することは反対の結果となる
ことが予想される。最後に仕事満足の効果はプ
ラスに作用するともに，賃金ではなく仕事が重
要という観点からは，賃金の効果を上回るかそ
れを打ち消すように作用することが予想される。
以上の想定からの推定結果が表４．５，６に示
されている。
表４は個人業績の達成意欲に関する推定であ
る。２００５年と２００９年の推定（１）と（２）はすべての
従業員を対象とした推定，（３）と（４）は成果主義
の導入を回答する従業員に限定した推定を表し
ている（以下も同様）。まず２００５年の推定（１）か
ら，成果主義の導入を意識することが個人業績
の達成意欲を高めること，そして長期雇用との
ハイブリッドダミーも有意に作用することが確
認できる。さらに推定（３）からは，成果主義の
想定通りに，業績連動比率をより大きく意識す
ること，業績に応じた賃金の変動をより大きく
意識することが個人業績の達成意欲を高めるよ
うに作用することが確認できる。また変動幅の
２乗項はマイナスであり，変動幅の拡大が個人
業績の達成意欲を高めるとしても，そこにはあ
る上限があること，それを超えると変動幅の効
果は低下することが示される。そして水平的格
差に関しては拡大ダミーが，垂直的格差に関し
ては縮小ダミーが有意に作用することも，成果
主義の想定と整合的となる。つまり個人業績の
達成意欲は，水平的格差の意味でも垂直的格差
の意味でも，短期の業績評価によって強く動機
づけられることが示される。
さらに２００９年の推定に関しても，２００５年の推
定と同様，成果主義の導入から，業績連動比率
の増大，変動幅の拡大，水平的格差の拡大，そ
して垂直的格差の縮小まで，成果主義の想定が
当てはまる。ただし，２００５年と２００９年の推定を
比較すると，それぞれの係数の値は２００５年と比
べて２００９年では大きく低下する。そこで２００５年
と２００９年の推定（３）と（４）から，意欲が高まった
とする回答に及ぼす限界効果を求めると，表
３．１３の推定結果の下段のようになる。２００５年と
比べると２００９年の効果はそれぞれ半減する。こ
の意味で成果主義の作用の低下を見ることがで
きる。またこれまでにも指摘したように，２００５
年と２００９年は全く異なるサンプルであるが，ほ
ぼ同じ結果が得られる。この意味で２つの推定
結果は頑強であると思われる。最後に重要な点
として，２００５年と２００９年の推定（３）と（４）を比較
すると，仕事満足の効果は有意に作用すると同
時に，仕事効果によって賃金の効果が弱まるわ
けではないことが示される。これに対して，仕
事効果が加わると，長期雇用ダミーが有意でな
くなる。以下で述べるように，個人業績の達成
意欲に関しては，仕事効果が賃金効果ではなく，
長期雇用効果を打ち消すように作用することが
観察できる。
次に，表５は会社全体の業績に対する達成意
成果主義と長期雇用のハイブリッドは有効か
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欲に関する推定結果であるが，まず指摘すべき
は，成果主義ダミーが有意でないことが示され
る。先に図３．４でも見たように，会社業績の貢
献意欲に関しては，成果主義の導入を回答する
従業員と未導入を回答する従業員の間で意欲の
スコアにほとんど差はなかった。これに対して
成果主義と長期雇用のハイブリッドダミーは有
意に作用する。そのうえで推定（３）と（４）を見る
と，業績連動比率の増大，変動幅の拡大，その
２乗項，そして水平的格差の拡大がそれぞれ有
意に作用する。これに対して垂直的格差はいず
れも有意に作用しない。つまり，賃金の変動と
短期の業績評価が有意に作用するのであるが，
それは成果主義の作用とは無関係だということ
になる。さらに，成果主義の作用が有意でない
ということから，水平的格差の作用も短期の業
績評価ではなく短期の能力評価の強化として作
用していると考えることもできる。つまり，企
業全体の成果や目標に対する貢献意欲を，日常
業務の改善意欲や提案意欲，持ち場の移動や組
織変更への協力の態度など，既存の意味での組
織コミットメントとして捉えると，その意欲を
高めるのは同じく既存の能力評価であり，その
強化であると考えることができる。またハイブ
リッドダミーが有意であることから想定される
ように，推定（３）では長期雇用ダミーは有意に
作用し，そして仕事効果は長期雇用ダミーと両
立する。また２００５年と２００９年の推定を比較する
と，賃金の変動幅の係数は２００５年と比べて２００９
年では大きく低下し，さらに２００９年の推定では
業績連動比率の効果は有意でなくなる。つまり
成果主義とは無関係に，賃金効果の低下を見る
ことになる。同じくこのことが表５の下段の限
界効果として示されている。これによっても限
界効果の低下が観察できる。
最後に，表６は新しい課題の達成意欲に関す
る推定結果であるが，まず成果主義ダミーは
２００５年の推定では１０％レベルで有意である
が，２００９年の推定では有意ではなくなる。先の
会社業績への貢献意欲と同様，従業員において
成果主義の導入を意識することは新しい課題へ
の挑戦意欲を高めるわけではないこと，少なく
ともその効果は非常に弱いことが示される。こ
れに対して成果主義と長期雇用のハイブリッド
ダミーは２００５年と２００９年の推定ともに有意に作
用する。さらに重要な点として，賃金の効果は
非常に限定されることがわかる。有意に作用す
る変数は，２００５年の推定では業績連動比率だ
け，２００９年の推定では変動幅の拡大だけであり，
さらに２００５年の推定では水平的格差の拡大が有
意に作用するのに対して，２００９年の推定ではむ
しろ水平的格差の縮小が有意に作用する。水平
的格差に関して２００５年と２００９年で反対の結果と
なるのであるが，２００９年の推定結果は，短期の
業績評価に基づく昇進格差を弱めることが新し
い課題の挑戦意欲を高めるように作用すること
を示している。研究開発や新規事業の展開など
を含めて新しい課題への挑戦はその結果が不確
かというリスクを伴う以上，この結果は納得的
である。また長期雇用ダミーと仕事満足はとも
に有意に作用する。表４から表６まで，成果主
義の導入を回答する従業員において長期雇用ダ
ミーはすべてに有意に作用するのであるが，そ
れぞれの限界効果を見ると，個人業績の達成意
欲に対して最も小さく，新しい課題の達成意欲
に対して最も大きくなる。
最後に，成果主義に対する最も強い反論を検
討するために，仕事内容の満足度を説明変数に
加えて推定した。仕事意欲を高めるのは賃金で
はなく，仕事の内容や仕事の意義や価値を理解
することであるといった観点からは，仕事内容
の満足度が高まることに応じて意欲は高まると
しても，仕事効果によって賃金の効果は弱まる
ことが考えられる。推定（４）を見ると，確かに
仕事の満足は，個人業績の達成意欲，会社業績
への貢献意欲，新しい課題の挑戦意欲のすべて
に有意に作用する。その効果は新しい課題の挑
戦意欲に対して最も大きく，会社業績の貢献意
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表４ 個人業績の達成意欲の推定結果
２００５年 ２００９年
（１） （２） （３） （４） （１） （２） （３） （４）
成果主義ダミー ０．６０７＊＊＊ ０．４７５＊＊＊
（７．４０） （８．４６）
成果主義＋長期雇用 ０．４７７＊＊＊ ０．２８０＊＊＊
（５．１８） （５．１４）
業績連動比率 １．４４７＊＊＊ １．５０５＊＊＊ ０．６２１＊＊＊ ０．６０８＊＊＊
（３．５５） （３．６５） （３．４６） （３．３５）
変動幅 ０．５８７＊＊＊ ０．５８３＊＊＊ ０．２４９＊＊＊ ０．２１３＊＊
（３．４９） （３．４３） （３．００） （２．５４）
変動幅（２乗項） －０．１３４＊＊＊ －０．１３１＊＊＊ －０．０４１０＊ －０．０３１
（－２．９３） （－２．８４） （－１．９５） （－１．４６）
水平的格差（拡大ダミー） ０．３９４＊＊ ０．３８７＊＊ ０．２７６＊＊＊ ０．２９２＊＊＊
（２．４９） （２．４２） （３．０５） （３．２０）
水平的格差（縮小ダミー） ０．１７４ ０．１７９ ０．１８５ ０．２０４
（０．５９） （０．６１） （１．２８） （１．３９）
垂直的格差（拡大ダミー） ０．２１８ ０．２１１ ０．０８５６ ０．０７４８
（１．２１） （１．１６） （０．８９） （０．７７）
垂直的格差（縮小ダミー） ０．４５１＊＊ ０．４４４＊＊ ０．１９４＊ ０．１９２
（２．５７） （２．５０） （１．６７） （１．６３）
長期雇用ダミー ０．２９９＊＊ ０．２０５ ０．１６８＊＊＊ ０．０４６１
（２．４０） （１．６１） （２．６４） （０．７１）
仕事満足 ０．３０５＊＊＊ ０．４６７＊＊＊
（４．８９） （１３．１９）
管理職ダミー ０．３１０＊＊＊ ０．２３９＊＊ ０．２０４ ０．１９ ０．３９２＊＊＊ ０．３５１＊＊＊ ０．２９９＊＊＊ ０．１８９＊＊＊
（３．４３） （２．５３） （１．４９） （１．３７） （７．８０） （６．４４） （４．５０） （２．８０）
勤続年数 －０．０５６ －０．０２２５ －０．１０３ －０．０７７１ －０．０９４３＊＊＊ －０．０７７０＊＊ －０．１３６＊＊＊ －０．０９６１＊
（－１．０５） （－０．３９） （－０．９９） （－０．７３） （－２．８３） （－２．１４） （－２．７７） （－１．９３）
従業員１０００人以上 ０．１１９ ０．２２７＊＊ －０．１３３ －０．１７９ ０．１５９＊＊＊ ０．２０２＊＊＊ ０．１１７＊ ０．１０２
（１．３２） （２．４１） （－１．０２） （－１．３６） （３．１４） （３．７１） （１．７６） （１．５２）
製造業ダミー ０．１６７＊＊ ０．１３９ ０．１３８ ０．１１７ ０．０４９８ ０．０５５１ ０．０５９ ０．０５８８
（２．０９） （１．６４） （１．１１） （０．９３） （１．０２） （１．０４） （０．９４） （０．９３）
観測数 ２３６９ ２０８５ １０７０ １０６２ ６３１７ ５３０３ ３７６２ ３７６２
対数尤度 －２４０１．５１ －２１０９．３３ －９９３．９３５９ －９７４．９６３８ －６４３５．５３ －５４７０．３３ －３８０２．６７ －３７１３．４４１
疑似 R２ ０．０１７ ０．０１１１ ０．０３４８ ０．０４６４ ０．０１３４ ０．００８４ ０．０１３８ ０．０３７
カッコ内は t値，＊１０％；＊＊５％；＊＊＊１％の有意水準
「高まった」の回答に対する限界効果
２００５年 ２００９年
業績連動比率 ０．３３４＊＊＊ ０．３４０＊＊＊ ０．１４３＊＊＊ ０．１３５＊＊＊
変動幅 ０．１３５＊＊＊ ０．１３２＊＊＊ ０．０５８＊＊＊ ０．０４７＊＊
水平的格差（拡大ダミー） ０．０９１＊＊ ０．０８７＊＊ ０．０６４＊＊＊ ０．０６５＊＊＊
水平的格差（縮小ダミー） ０．０４０ ０．０４０ ０．０４３ ０．０４５
垂直的格差（拡大ダミー） ０．０５０ ０．０４８ ０．０２０ ０．０１７
垂直的格差（縮小ダミー） ０．１０４＊＊ ０．１００＊＊ ０．０４５＊ ０．０４３
長期雇用ダミー ０．０６９＊＊ ０．０４６ ０．０３９＊＊＊ ０．０１０
仕事満足 ０．０６９＊＊＊ ０．１０４＊＊＊
成果主義と長期雇用のハイブリッドは有効か
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表５ 会社業績に対する貢献意欲の推定結果
２００５年 ２００９年
（１） （２） （３） （４） （１） （２） （３） （４）
成果主義ダミー ０．０７０８ ０．０２８３
（０．８３） （０．５１）
成果主義＋長期雇用 ０．２３２＊＊ ０．２８１＊＊＊
（２．４５） （５．１６）
業績連動比率 １．２００＊＊＊ １．２０４＊＊＊ ０．２４ ０．１９７
（２．９３） （２．９３） （１．３３） （１．０９）
変動幅 ０．４３２＊＊ ０．４２９＊＊ ０．２７４＊＊＊ ０．２４６＊＊＊
（２．５６） （２．５３） （３．２９） （２．９３）
変動幅（２乗項） －０．０８９３＊ －０．０８８２＊ －０．０５５３＊＊＊ －０．０４７１＊＊
（－１．９５） （－１．９２） （－２．６２） （－２．２２）
水平的格差（拡大ダミー） ０．３５３＊＊ ０．３６０＊＊ ０．２２９＊＊ ０．２４０＊＊＊
（２．２５） （２．２９） （２．５４） （２．６４）
水平的格差（縮小ダミー） ０．３３７ ０．３６１ ０．１６３ ０．１６５
（１．０９） （１．１７） （１．１２） （１．１２）
垂直的格差（拡大ダミー） ０．１８９ ０．２０１ ０．００５０４ －０．０１０５
（１．０４） （１．１０） （０．０５） （－０．１１）
垂直的格差（縮小ダミー） ０．０２０８ ０．０２４ ０．１７１ ０．１７１
（０．１２） （０．１４） （１．４７） （１．４５）
長期雇用ダミー ０．４４９＊＊＊ ０．３９６＊＊＊ ０．３８２＊＊＊ ０．２８３＊＊＊
（３．５６） （３．１０） （６．０２） （４．３８）
仕事満足 ０．２０６＊＊＊ ０．３９０＊＊＊
（３．３３） （１１．２０）
管理職ダミー ０．３００＊＊＊ ０．２４３＊＊ ０．２２２ ０．２０８ ０．２３６＊＊＊ ０．１８３＊＊＊ ０．２２２＊＊＊ ０．１２７＊
（３．２２） （２．４７） （１．６１） （１．５０） （４．７３） （３．３６） （３．３４） （１．８９）
勤続年数 ０．０３９３ ０．０４９３ ０．０７４８ ０．０７６７ －０．００６５７ －０．０１１２ －０．０６１７ －０．０２７９
（０．７２） （０．８２） （０．７３） （０．７４） （－０．２０） （－０．３１） （－１．２７） （－０．５７）
従業員１０００人以上 ０．１９７＊＊ ０．１４５ ０．２０２ ０．１７６ ０．１０２＊＊ ０．０３９７ ０．０１４３ －０．００４５５
（２．１０） （１．４８） （１．５２） （１．３２） （２．０３） （０．７３） （０．２２） （－０．０７）
製造業ダミー ０．０２２４ －０．０２２８ －０．１０８ －０．１０３ ０．１０１＊＊ ０．１１１＊＊ ０．１５４＊＊ ０．１５６＊＊
（０．２７） （－０．２６） （－０．８７） （－０．８２） （２．０７） （２．１０） （２．４５） （２．４６）
観測数 ２３７０ ２０８７ １０７２ １０６４ ６３１３ ５３００ ３７５７ ３７５７
対数尤度 －２２８４．８２ －１９８０．９７ －９８８．７９２３ －９７９．１９３５ －６４４７．６４ －５４２１．３ －３８１１．０３ －３７４７．２１
疑似 R２ ０．００４９ ０．００５１ ０．０３０８ ０．０３６２ ０．００２６ ０．００４６ ０．０１１４ ０．０２８
カッコ内は t値，＊１０％；＊＊５％；＊＊＊１％の有意水準
「高まった」の回答に対する限界効果
２００５年 ２００９年
業績連動比率 ０．２７５＊＊＊ ０．２７４＊＊＊ ０．０５７ ０．０４６
変動幅 ０．０９９＊＊ ０．０９８＊＊ ０．０６６＊＊＊ ０．０５７＊＊＊
水平的格差（拡大ダミー） ０．０８１＊＊ ０．０８２＊＊ ０．０５５＊＊ ０．０５６＊＊＊
水平的格差（縮小ダミー） ０．０７７ ０．０８２ ０．０３９ ０．０３８
垂直的格差（拡大ダミー） ０．０４３ ０．０４６ ０．００１ －０．００２
垂直的格差（縮小ダミー） ０．００５ ０．００５ ０．０４１ ０．０４０
長期雇用ダミー ０．１０３＊＊＊ ０．０９０＊＊＊ ０．０９１＊＊＊ ０．０６６＊＊＊
仕事満足 ０．０４７＊＊＊ ０．０９１＊＊＊
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表６ 新しい課題に対する挑戦意欲の推定結果
２００５年 ２００９年
（１） （２） （３） （４） （１） （２） （３） （４）
成果主義ダミー ０．１５７＊ ０．０８３４
（１．９４） （１．５０）
成果主義＋長期雇用 ０．４５８＊＊＊ ０．４３６＊＊＊
（５．１６） （７．９７）
業績連動比率 １．１３３＊＊＊ １．１５０＊＊＊ ０．１０９ ０．０３２７
（３．００） （３．００） （０．６１） －０．１８
変動幅 ０．１４６ ０．１４５ ０．２０８＊＊ ０．１４６＊
（０．９２） （０．９０） （２．５０） （１．７２）
変動幅（２乗項） －０．０２４９ －０．０１９５ －０．０３０５ －０．０１３４
（－０．５８） （－０．４５） （－１．４５） （－０．６２）
水平的格差（拡大ダミー） ０．２９１＊＊ ０．２８４＊ ０．０２７２ ０．０４８４
（１．９７） （１．９０） （０．３０） （０．５３）
水平的格差（縮小ダミー） ０．３４５ ０．３８６ ０．３８１＊＊＊ ０．４２６＊＊＊
（１．２７） （１．４０） （２．６５） （２．９３）
垂直的格差（拡大ダミー） －０．１９８ －０．１９６ －０．０１０１ －０．０２２６
（－１．１９） （－１．１７） （－０．１１） （－０．２３）
垂直的格差（縮小ダミー） ０．０９４７ ０．０８６８ －０．０６１９ －０．０５２
（０．５８） （０．５２） （－０．５４） （－０．４５）
長期雇用ダミー ０．５５６＊＊＊ ０．４３５＊＊＊ ０．５２８＊＊＊ ０．３７５＊＊＊
（４．７５） （３．６５） （８．２９） （５．７６）
仕事満足 ０．４９４＊＊＊ ０．６５５＊＊＊
（８．１５） （１８．０１）
管理職ダミー ０．１６５＊ ０．０８３２ ０．１６３ ０．１３ ０．４２２＊＊＊ ０．３８６＊＊＊ ０．４１４＊＊＊ ０．２７３＊＊＊
（１．８９） （０．９１） （１．２８） （１．０１） （８．３６） （７．０６） （６．２３） （４．０３）
勤続年数 －０．０７４４ －０．０３１９ －０．１３３ －０．１０５ －０．１６９＊＊＊ －０．２０４＊＊＊ －０．２４２＊＊＊ －０．１９４＊＊＊
（－１．４５） （－０．５７） （－１．３７） （－１．０６） （－５．０１） （－５．６０） （－４．９２） （－３．８９）
従業員１０００人以上 ０．１１５ ０．１１７ －０．０４５ －０．１２ ０．１６７＊＊＊ ０．１０６＊ ０．０８６１ ０．０５７６
（１．３２） （１．２８） （－０．３７） （－０．９７） （３．２９） （１．９４） （１．３０） （０．８６）
製造業ダミー ０．１４４＊ ０．１２ ０．２２２＊ ０．２１９＊ ０．０２２２ ０．０１０４ ０．０２９１ ０．０３９１
（１．８６） （１．４５） （１．９１） （１．８６） （０．４５） （０．２０） （０．４６） （０．６１）
観測数 ２３６５ ２０８４ １０７７ １０６９ ６３１４ ５２９８ ３７５５ ３７５５
対数尤度 －２５５６．０１ －２２４０．６４ －１１３８．０３６ －１０９５．０３９ －６４５０．８０８ －５４９２．０３ －３８８１．８９ －３７１０．２４４
疑似 R２ ０．００２９ ０．００７６ ０．０２１１ ０．０５１３ ０．００６９ ０．０１１９ ０．０１７６ ０．０６１
カッコ内は t値，＊１０％；＊＊５％；＊＊＊１％の有意水準
「高まった」の回答に対する限界効果
２００５年 ２００９年
業績連動比率 ０．２５２＊＊＊ ０．２４３＊＊＊ ０．０２０ ０．００６
変動幅 ０．０３２ ０．０３１ ０．０３７＊＊ ０．０２５＊
水平的格差（拡大ダミー） ０．０６５＊＊ ０．０６０＊ ０．００５ ０．００８
水平的格差（縮小ダミー） ０．０７７ ０．０８２ ０．０６８＊＊＊ ０．０７３＊＊＊
垂直的格差（拡大ダミー） －０．０４４ －０．０４２ －０．００２ －０．００４
垂直的格差（縮小ダミー） ０．０２１ ０．０１８ －０．０１１ －０．００９
長期雇用ダミー ０．１２４＊＊＊ ０．０９２＊＊＊ ０．０９５＊＊＊ ０．０６４＊＊＊
仕事満足 ０．１０４＊＊＊ ０．１１２＊＊＊
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欲に対して最も小さい。また仕事効果が加わる
ことでそれぞれの推定の決定係数は大きく改善
する。この意味でも仕事意欲に対する仕事満足
の重要性が確認できる。そのうえで重要な点と
して，推定（３）と（４）の比較から，仕事効果が賃
金効果を弱めるように作用するわけではないこ
とがわかる。つまり賃金効果と仕事効果は両立
することが示される。そしてもう１つ重要な発
見として，個人業績の達成意欲に関しては，仕
事効果によって長期雇用効果が有意でなくなる
ということがある。つまり，個人業績の達成意
欲に対しては，長期雇用効果は最も弱いという
だけでなく，仕事効果によって長期雇用効果は
打ち消される。と同時に，個人業績の達成意欲
に対しては成果主義の効果が最も強い形で作用
する。するとより強めて言えば，個人業績の達
成意欲を高めるためには，成果主義と仕事の満
足だけでよいということになる。
以上の結果は職種の違いを考慮しても変化は
ない。結果の表示は省略するとして，職種とし
て，総務・管理部門，営業部門，研究開発・技
術部門，商品開発・マーケティング部門を取出
し，それぞれのダミー効果を推定すると，個人
業績の達成意欲に関しては総務ダミーがマイナ
スに，営業ダミーがプラスに作用し，会社業績
の達成意欲に関しては営業ダミーと商品開発ダ
ミーがプラスに作用し，新しい課題の挑戦意欲
に関しては商品開発ダミーがプラスに作用する
ことが観察できる。研究開発ダミーはいずれも
有意でないとしても，それぞれの結果は納得的
であり，とりわけ商品開発・マーケティング部
門において会社全体の業績達成と新しい課題の
挑戦意欲が高まることは納得的であると同時に，
興味深い結果を示している。
5．結論と討論
本稿の目的は，長期雇用を維持したうえで成
果主義を導入するという日本企業の新たな方向
が期待通りに機能するのかを検証することにあ
った。それを個人業績の達成意欲，会社業績へ
の貢献意欲，そして新しい課題の挑戦意欲に区
別して検証した。
推定結果をまとめると，まず個人業績の意達
成欲に関しては，成果主義の導入から，業績連
動比率の上昇と賃金の変動幅の拡大，そして水
平的格差の拡大と垂直的格差の縮小まで，成果
主義の想定が妥当することが確認できた。これ
に対して，会社業績の貢献意欲に関しては，賃
金効果は有意に作用するとしても，成果主義の
導入を意識することは有意に作用することはな
く，さらに新しい課題の挑戦意欲に関しては，
賃金効果自体が非常に限定されることが示され
た。
このように，成果主義の作用は個人業績の達
成意欲，会社業績の貢献意欲，そして新しい課
題の挑戦意欲に対してそれぞれに異なるものと
なる。より強めて言えば，成果主義の想定が妥
当するのは個人業績の達成意欲だけと結論付け
られる。これはマルチタスク問題として指摘さ
れてきたことであるが，しかしその実証研究は
必ずしも多くはない（Foss and Laursen，２００５）。
これに対して本稿は，従業員の仕事意欲を測定
可能な指標（個人業績の達成）と測定困難な指
標（会社全体の目標への貢献と新しい課題への
挑戦）に区別することによって，成果主義の作
用が前者に偏ることを実証することができた。
さらに，長期雇用と成果主義のハイブリッドの
効果はすべてにおいて有意に作用し，成果主義
の導入の下での長期雇用の効果は，新しい課題
の挑戦意欲，会社業績への貢献意欲，個人業績
の達成意欲の順で大きくなることが確認できた。
次に，賃金効果に関しては，変動幅の効果に
は上限があること，ある水準を超えると賃金の
変動の効果は低下することが示された。また
２００５年と比べて２００９年の推定では変動幅の効果
が低下することも示された。この点をより具体
的に，個人業績の達成意欲に関して，２００５年と
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２００９年の推定（３）を基に，Y＝a０＋a１X＋a２X２に（Y
＝意欲が高まるとする確率，X＝賃金の変動幅，
a１＝変動幅の係数，a２＝変動幅の２条項の係数）
の形でシュミレーションすると，図３．５のよう
に描ける。X軸上の変動幅は対数変換した数値
であるが，２００５年の推定ではあるレベルを超え
ると変動幅を大きくしてもその効果は急速に低
下し，また２００９年の推定では変動幅を大きくし
てもその効果は２００５年の推定を大きく下回るこ
とが示される。そのうえで個人業績の達成意欲
を高める作用が最大となる変動幅の値を求める
と，２００５年では上下に８の変動幅，２００９年では
上下に２０の変動幅となる。先に表５で示したよ
うに，従業員が回答する変動幅の中位値は，２００５
年では１５，２００９年では２０であった。すると２００５
年では変動の大半は過剰であったということに
なる。このように賃金の変動幅の効果が限定さ
れたものだとすると，賃金の変動を抑制しても
成果主義の作用が低下するわけではないという
ことになる。
最後に仕事満足の効果に関しては，仕事効果
はそれぞれに有意に作用すること，しかし仕事
効果によって賃金効果が弱められるわけではな
く，仕事効果と賃金効果は両立することが示さ
れた。そのうえで，個人業績の達成意欲に関し
ては，仕事効果は長期雇用の効果を打ち消すよ
うに作用するという重要な発見がなされた。つ
まり，成果主義を強化して長期雇用の方針を否
定するとしても，長期雇用の効果は仕事効果に
よって補うことが可能となる。より強めて言え
ば，個人業績の達成意欲を高めるためには，成
果主義と仕事の満足があればよいということに
なる。
以上の結果から，日本企業はさらに分化する
という予想も立てられる。１つは個人業績の達
成意欲を何よりも重視し，ゆえに成果主義の作
用を強め，長期雇用は否定するという方向であ
る。マルチタスク問題の観点から言えば，従業
員に求める仕事意欲のうち，成果主義に適合す
るのは個人業績の達成意欲だけだとすると，そ
れに沿って組織を編成することが考えられる。
もちろんこれは仕事満足の効果を前提としての
ことであるが，ある有力証券会社は特定社員に
限定してであるが，雇用の安定を明示的に否定
図４ 賃金の変動の効果のシミュレーション（個人業績の達成意欲）
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して成果主義を強める方向に舵を切ったという
ことが言われている。これは金融の分野だけで
はなく，いわゆるモジュラー型の組織アーキテ
クチャの分野では，個々の職務は組織の全体お
よび他の職務と切り離して（アンバンドリング）
定義されるため，従業員に求めるのは職務ごと
の個人業績の達成だけ，という方針が浸透する
ことは十分に予想できる。最初に指摘した
Jackson＝Miyajimaの分類においても，非長期
雇用と成果主義の逆ハイブリッド型は IT，流
通，サービスの分野が中心であった。
さらに言えば，成果主義の導入において述べ
られたのは，雇用の安定ではなく，仕事を原理
とした雇用関係への転換，ということであった
（高橋１９９９）。問題は仕事の満足を高めることが
できるかどうかであるが，この条件を満たす限
りにおいて，長期雇用と切り離して成果主義を
強化する方向が可能になるということが，ここ
での推定からの含意となる。最初に指摘したよ
うに，成果主義に伴って新たな心理的契約が生
まれるとすると，それは個人業績の達成だけを
課題として，成果主義賃金と仕事満足から構成
された契約として想定できる。もちろん組織全
体がこのような方向に転換するというよりも，
おそらく特定分門を切り離し，あるいは別会社
としたうえで，非長期雇用と成果主義のアメリ
カ型の方向が強まることが考えられる。
しかし，それと同時に，企業全体の業績に対
する貢献意欲や新しい課題の挑戦意欲を従業員
に求める限り，長期雇用を維持し，成果主義の
作用を抑制することが妥当であることもまたこ
こでの推定からの結論とすることができる。も
ちろん個人業績の達成が無視されるわけではな
いとしても，ここでの分析からわかった点は，
賃金の変動幅の効果は限定されたものであり，
かつ変動幅の効果も短期の業績評価の効果も低
下しているということであり，これに対して長
期雇用を維持することはすべてにおいて有効に
機能する。この意味で，抑制された成果主義と
長期雇用が新日本型として定着することが想定
できる。すると，最初に指摘したように，日本
企業において成果主義に対する関心が低下して
いるとすると，それは成果主義の機能が低下し
たからというよりも，企業の関心が，個人業績
の達成意欲から企業業績への貢献意欲や新しい
課題の挑戦意欲にシフトしているからだと考え
ることができる。組織アーキテクチャの観点か
らは，いわゆるインテグラル型の組織では，職
務と組織の全体，職務と職務の間が密接に関連
しあうため，そして統合された組織能力が競争
力の決め手であるため（藤本２００４），このよう
な方向が維持されると考えることができる。
この点に関して，Olcott（２００９）による日産
のケーススタディが興味深い。それは日産の従
業員への詳細なインタビューから，日産の従業
員はルノーとの合併によって企業統治は「大き
く変化した」と意識するのに対して，賃金と雇
用に関しては「やや変化した」と意識するだけ
であることを発見した。特に興味深い点は，成
果主義の導入によって従業員は，個々の業績達
成が強く要求されるようになったと意識する一
方で，現実の賃金に関しては「やや変化した」
と意識するだけであり，この意味で成果主義の
抑制が示唆される。日本企業の競争優位の条件
がインテグラル型の組織構造にある以上，ハイ
ブリッド組織の結論，すなわち企業統治は市場
型や配当重視の方向に変化するとしても，長期
雇用を維持したうえで成果主義を導入する，そ
して長期雇用と両立する形で成果主義を抑制す
ることが合理的な選択となる。
最後に，以上の全体を従業員の類型に即して
まとめてみよう。つまり，表３に示した長期雇
用と成果主義に対する従業員の回答から，成果
主義の導入と長期雇用の維持を意識する従業員
を新日本型，成果主義の導入と長期雇用の否定
を意識する従業員をアメリカ型，長期雇用の維
持と成果主義の未導入を意識する従業員を既存
日本型，長期雇用の否定と成果主義の未導入を
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意識する従業員を衰退型として，それぞれの仕
事意欲のスコアを求めると，表７のようになる。
最初の２列目と３列目はそれぞれの類型の構成
比が記されている。また仕事意欲に関しては，３
つのタイプを合計した平均値のスコアが最後の
列に記されている。
従業員の類型としては長期雇用の否定を意識
する従業員が半数近くに達するため，既存日本
型の比率は２０％以下となり，衰退型と並ぶこと
になる。そのうえで仕事意欲のスコアを見ると，
すべての項目において新日本型の従業員の仕事
意欲が最も高い水準であることがわかる。いや，
会社業績に対する貢献意欲に関しては，２００５年
では既存日本型の従業員が新日本型の従業員を
スコアにおいて上回る。この差は統計的に有意
ではないとしても，会社業績に対する貢献意欲
と新しい課題に対する挑戦意欲に関しては，新
日本型と既存日本型の従業員の仕事意欲はほぼ
同等であり，この２つとアメリカ型の従業員の
仕事意欲の差は統計的に有意である。さらに個
人業績の達成意欲に関しては，アメリカ型の従
業員のスコアは既存日本型の従業員を上回ると
しても（２００９年の差は有意であるが，２００５年の
差は有意でない），それは新日本型の従業員を
下回る（２００５年の差は有意であるが，２００９年の
差は有意でない）。
もちろんここでの従業員の類型は前章で見た
企業の類型と対応するわけでないのであるが，
そのうえで日本企業の分化や多様性の観点から
次のように結論づけることができる。まず，従
業員に対して企業全体への貢献意欲を求めると
しても，明示的な形で個人業績の達成を課題と
することはなかったというのが既存の日本企業
だとすると，それに対応した従業員のスコアか
らして，成果主義と無縁であることも合理的で
あった。これに対して企業統治の変革とともに
企業業績の回復・改善が最重要の課題とされ，
そのため個人業績の達成意欲を高めることを意
図して成果主義の導入が一挙に進むことになっ
た。しかしそれが長期雇用の否定を伴って進む
なら（アメリカ型），企業全体への貢献意欲や
新しい課題への挑戦意欲は大きく低下し，個人
業績の達成意欲に関しても，長期雇用の維持を
意識した新日本型を下回り，既存日本型と比べ
ても顕著な改善があるわけはない。そして仕事
意欲のスコアの合計は，新日本型で最も高く，
次いで既存日本型となり，アメリカ型はこの２
つを下回る。既存日本型とアメリカ型の差は統
計的に有意ではないとしても，新日本型の優位
は統計的にも有意である６）。
このように，一方での企業統治の変革と，他
方での長期雇用を維持したうえで成果主義を導
入する新日本型の方向が，日本企業にとって最
も有望であると結論づけることができる。ただ
し，長期雇用が維持されると回答する従業員は
半数以下というのが日本企業の現実であり，む
しろこの点にこそ最大の問題がある。現実の雇
用削減を前にして従業員は長期雇用の否定の意
識を強めることになるのであるが，長期雇用の
維持を期待することによって成果主義とのハイ
ブリッド効果が生まれる以上，企業と従業員の
間の認識ギャップを埋めることが重要となる。
表７ 従業員の類型と仕事意欲のスコア
従業員類型
構成比率 ２００５年 ２００９年
２００５年 ２００９年 個人業績 会社業績 挑戦意欲 合計 個人業績 会社業績 挑戦意欲 合計
新日本型 ３０．７ ４０．１ ２．４７ ２．５０ ２．２４ ２．４０ ２．２４ ２．３２ ２．０５ ２．２１
アメリカ型 ３３．８ ３２．９ ２．３５ ２．３７ ２．０１ ２．２５ ２．１９ ２．１７ １．８７ ２．０８
既存日本型 １７．２ １３．３ ２．２６ ２．５２ ２．１７ ２．３１ ２．０６ ２．３１ ２．０２ ２．１３
衰退型 １８．３ １３．７ ２．０５ ２．２７ １．９４ ２．０９ １．９９ ２．１６ １．８２ １．９９
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そのためには企業と従業員に間のコミュニケー
ションが重要となるのであるが，これまで協調
的労使関係によって特徴づけられてきた日本企
業はこの点で大きな問題を抱えているのかもし
れない。これらについては別の機会の考察とし
たい。
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学），山田節夫（専修大学），久保克行（早稲田
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注
１）ここでは Jackson＝Miyajima（２００７）の分類のう
ち，ハイブリッドと修正型の合計としている。
２）Jackson＝Miyajima（２００７）では，企業統治と長
期雇用と成果主義の３つの要因から日本企業が
類型化されるのに対して，宮本（２０１１）では，
企業統治の要因を説明変数として，日本企業が
４方向に分化することが示される。また「アメ
リカ型」という表現は「既存日本型」と対比さ
せるためであり，アメリカ企業のすべてにおい
て成果主義が導入されているわけではない。
３）ハイブリッド組織のもう１つの問題は，株主重
視（配当重視）の企業統治と長期雇用が果たし
て両立するのかという点にある。今のところ正
社員を限定することによって長期雇用の維持が
図られているが，配当重視の方針が収益重視の
経営を強めると，長期雇用の否定の方向が強ま
ることが予想される。この点に関して宮本（２０１１）
は，企業統治の要因として取締役会改革が長期
雇用を否定する方向に作用するのに対して，CSR
（企業の社会的責任）の意識が長期雇用を維持す
るように作用することを発見した。事実，この
間の日本企業のガバナンスの変革は，一方で配
当重視の経営を述べると同時に，他方では CSR
重視の経営を述べるものであった。前者を株主
重視のガバナンス，後者をステークホルダー重
視のガバナンスとすると，企業統治においても
ハイブリッドの構造を見ることができる。この
企業統治におけるハイブリッドが安定的に維持
されるのかが次の重大な考察の対象となる。
４）もちろん現実には能力評価の制度が全面的に業
績評価の制度に切り替わるわけではない。現実
には業績評価は賞与に集中し，これによって毎
期ごとの変動と格差を大きくすると同時に，基
本給の面での格差は抑えられる。そのうえで業
績評価に基づく昇進格差を強めることによって，
基本給の面での格差もまた拡がることになる。
５）これは JILJPの２００４年の企業調査に基づいてい
る。先に指摘した宮本（２０１１）による日本企業
の分化はこの調査データを利用して得られた。
また次に見る JILJPの２００５年の従業員調査は，
この２００４年調査の回答企業の従業員に対してな
された。
６）この点に関して，守島（２００６）は２００４年企業調
査のデータから，企業側の回答として職場の仕
事意欲の状態を企業類型ごとに比較している。
そこにおいてもアメリカ型（守島の表現では革
新型）の企業が意識する職場の仕事意欲の改善
は決して高くないことが指摘されている。
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